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『現代時価償却論の烏轍図』

一一一現代時価主義研究ト）一一

久木田重和

はじめに

動態論的思考においては厳しく排斥されていた財産計算が，新たな装いのも

とに今日盛んに主張されて，時価主義の治々たる流れが取得原価主義を放擁す

るかの観を呈しているのが，アメリカ会計学界の現状である。資本制企業会計

の基本的評価原理である取得原価主義が時価主義によって否定されてしまうと

は考えられないが，今日焦点になっている時価主義を固定資産会計に限定して

その烏撒図を得る乙とは，取得原価主義の構造とそれに対峠する時価主義の原

理，並びに今日主張されている時価主義の意義をも刻扶する為の素材を提供す

るであろう。従って，小稿は現代時価主義の批判的検討のための準備ノートに

すぎないことを初めにお断りしておく。

最近のアメリカ会計学界の時価思潮については既に枚挙にいとまのない程の

論述があるが，屋上屋を架することを厭わずにわれわれの視点から整理してみ

ようと思うわけである。

(1) A.A.A.の1936年版会計原則試案においては，次のように取得原価主義を高調し

ている。即ち， 「会計は本質上評価の過程ではなく歴史的原価及び収益の当期及び翌

年度以降の会計期間への配分である」と。 （中島省吾訳編『増訂， AAA会計原則』

昭和39年， 27頁）

(2) A.I.C.P.Aのものとしてはつぎの2つである。

Maurice Moonitz, The Basic Postulates of Accounting, 1961. 

Robert Sprouse 
Maurice Moonitz, A Tentative Set of Broad Accounting Principles 

for Business Enterprises, 1962. 

A.A.Aのものとしては次のものが挙げられよう。

電電Accountingfor Land, Buildings and Equipment”， Supplementary 

Statement No 1. The Accountin's Review, Vol 39 No3 (July 1964 ). 
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喫A Discussion of Various Approarhes to Inventory Measurement，” 

Supplementary Stat巴m巴ntNoZ. The Accounting Review, Vol 39 No3, 

(July 1964). 

健TheRealization Cone巴pt”，TheAccounting Review, Vol 40 No 2, (April 

1965). 

A St乱tementof Basic Accounting Th巴ory,1966. 

その他代表的なものとして，次のものが挙げられよう。

E.O. Edwards and P.W. B巴11,The Theory and Me品surem巴ntof Business 

Income, 1961. 

Norton B巴dford,Incom巴D巴terminationTh巴ory,1965. 

第 1節 原価配分償却論

近代会計理論は，債権者保護を基調として財産表示を旨とする静態論を超克

して，損益計算を第1目的とすることによりその理論的完成を遂げ，今日lこ至

っているのである。

現金主義会計と異って，先生主義会計における期間収益と期間費用との対凡、

により期間損益を算定するという損益計算原理の下においては，固定資産であ

ると流動資産であるとを問わず両者共等しく「費用の束」として観念されるに

至るのである。そこでは， 「会計の基本的問題は，発生した原価の流れを期間

利益測定の子続きとして，現在と未来とに区別することであるJが故に，かか

る資産の取得原価の内当該会計期間の収益と対応せしめられるべきものが費用

として損益計算書に表示され，主主余の未買消原価は翌年度以降の諸収益lこ対応

せしめられるべく繰越された賀用部分である。従って， 「損益計算書は当期へ

の配分を報告する。貸借対照表は発生した原価中次年度以降に負担せしめてさ

しっかえない部分を表わしている。かくして，貸借対照表は，取得原価中未償

却の分すなわち未だ控除されざる原価を次期以降に繰越す手段として役立つ

のであむ。それ故，貸借対照表は， 「相続く損益計算書を結びつける連結環

conn巴cting-lingの役を務めるのである」。

従って，動態論においては，貸借対照表上における資産諸項目は， 固定資

本・流動資本というその木質的特質をもつものとしてではなく次期以降の損益

計算へ繰り越されるべきものとして，すなわち「経過的なもの」として把握さ
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れているのである。貸借対照表は損益計算書と同じ資格というよりも，むしろ

後者に従属する位置にあるが故に，その動態論の論理的帰結として収益費用対

応，従って損益計算書を重視し，貸借対照表を軽視するという動向をも必然的

に生じうるわけである o＇.乙の点に関連して，特に最近の A.A.A.並びに A.LC.

P.A.によって主張されている貸借対照表の再認識とも受けとられるべき新し

い傾向は，動態論の貸借対照表の軽視という思考に対して大きな批判を投げか

けているものといえよう。また，われわれが小稿で考察する時価償却論におい

ても，単なる費用の時価計上といった点のみではなく，動態論のかかる弱点へ

の批判超克という点にも併せて着目すべきであろう。けだし，損益計算を正し

く行おうとすれば，損益計算書も貸借対照表も同様に重視されねばならないの

であって，損益計算書は個別資本運動のフローを，貸借対照表はそのストック

を表示しうるという意味において両者相互補完してはじめて企業の損益計算は

その実質的意義を有するものといえるからである。

さて，このような収益費用対応原理のもとにおいて，固定資産も流動資産も

その実質的意義を払拭せしめられ，共に「繰延費用」として収益との関連にお

いてすべての費用は同質的なものと観念されるのである。乙のような資産の費

用的把握が更に進んでくると，固定資産の取得原価は前払費用と同様に看倣さ

れ，固定資産に関する減価償却費の計上は前払保険料の処理手続きと同じもの

と看倣されるに至るのである。即ち「工場設備原価は一つの極端な形式におけ

る前払いである。減価償却会計は乙のような前払金を生産活動に負担せしめる

手続きである」という『序説』の思考は，グラント＝ノノレトンにおいて一層す

すめられてくる。即ち， 「有形固定資産の残存価額を控除した取得原価は，あ

る組織的な方法により資産の用役期聞に配分されるべき前払営業費であるよ。従

って， 「減価償却の会計処理にとっての恰好の類似は火災保険料のそれであ

る」と。固定資産および減価償却のこのような形式的把握は，黒沢教授の「減

価償却は固定資産の属性ではないci）という見解附いてその頂点に達してくる

のである。だが，このような形式的理解において固定資産，就中，減価償却の

問題が十分に解明されうるのであろうか。

すべての資産を費用として統一的に理解しようとする動態論の考え方は，そ
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れなりに優れたものを有していることを，われわれは壱も否定するものではな

い。否，回定資産の減価の費用性を認めた点、において，それは会計理論上lこ最

も輝しいものを践しているのである。

ところで， この動態論的立場における減価償却観の典型は， A. I .A.のリ

サーチ・ブレティン22号の次の定義において凡出される。

「減価償却会計とは，組織的合理的な方法により，有%固定資産の践存価額

（もしあれば〉を控除した原価またはその他の基礎価格を当該単位資産の見積

耐用年数間にl配分することを目的とする会計制度であり，それは配分の手続き

であって評価の子続きではない。年度減価償却費はこのような制度における総

負担額のうち当該年度に配分された部分であるんこのA.I.A.の定義において，

固定資産の取得原価を耐用年数問へ配分すべきことが明確に規定されている。

しかるに，グラント＝ノノレトンが執拘に批判しているように，叙上の定義にお

いて，見積耐用年数と配分の方法についてなにも述べていないのである。それ

は取梶原価の配分は高調するが，配分されるべき当該国定資i主の耐用年数およ

びその配分の方法については不問に付しているのであり，そのことにより取得

原価主義の枠内において投下資本の~：宜的早期回収が許容せしめられうるわけ

である。一見すると合理的に思えるこの考え方も，固定資本概念の形式化，そ

れと絡み合った磨滅概念の拡大化を，収益貸用対応の論理を媒介lこして可能な

らしめるものとなるわけであるc

さて，固定資本の特有の回転様式に基くととろの価値移転的減価も，火災，

陳腐化等の財産的減価も，個別資v本の会計々算においてはその本質的相異を払

拭され，単iと投ド資本の回収計算として両者共減価償却費として処理される。

更に事態が一層進むと，個別資本にとって現実に消耗された投下資本の回収と

いう限度を越えて，個別資本において未だ消耗されざる部分までをも回収して

何ら•＼l~ らないということになってくるのであるが，乙の乙とが，配分償却の原

理の lごにおいて可能となってくるのであり，また耐用年数の短縮化の税法にお

ける認容を通じてより拍車をかけられていることは周知のとうりである。

ところでいま，技術草新も緩慢でかつ物価（貨幣価値も設備資産価格も）も

相対的に安定しているものと想定する。かかる条件の下において，設備資産原
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価の配分償却を通じて計上される減価償却費に対して左程非難はなされないの

である。けだし，技術革新が緩慢で現有設備の陳腐化の危険も少し貨幣価値も

設備の再調達価格も相対的に安定しているが故に，配分償却によっても収益と

費用とは同一貨幣単位で対応せしめられるので仮装利潤も計上されず，また減

価償却引当金累計額と設備資産の取替価格との組蹄も僅少であるからである。

かくして，かかる条件の下においては，配分償却によって資本維持も可能と

せしめられ，更に物価が低下する傾向にある場合にはかえって利潤の隠蔽にも

資するというととになる。 （物価の相対的安定期，否その低下傾向の1930年～

40年代にかけて動態論が完成していったという歴史的事情から，神田忠雄教

授は， 「原価主義の歴史性」という点、を主張されている。〉

そとで，設備資産の取得原価と再調達価格との事離が少く，将来の陳腐化も

左程予想されない時，第二次大戦まで一般的配分方法であった定額法によって

費用計上をなすとすれば，配分された設備資産原価である償却費としての費用

も，繰越された貸借対照表上の設備資産在高も共に実質的意味内容を含有した

ものと一応いえよう。即ち，損益計算書も貸借対照表も共に，実体的内実をも

含有したものであって，単なる抽象的な会計上の名目的数字以上のものを示し

ているものといわざるを得ないc （そうはいっても，両者が社会経済的意味に

おける実体を含有しているといっているのではない。またそう主張するとすれ

ば，それは資本制企業会計の本質たる投下資本回収計算の原理を見失ったもの

といわざるをえまい〉。貸借対照表上の設備資産未償却原価も， それなりの実

体を示しているが故に，企業の財政状態を反映しているものといえるのであ

る。しかるに，投下資本の早期回収を意図する逓減償却法が採用されると，そ

れが用役能力あるいは用役量の年々の低下量を反映しているという論拠のもと

に，設備資産の耐用年数の初期に投下資本の大半を回収しうるが，これに反し

て減価償却引当金累計額控除後の資産勘定は何ら実体を示さざるものとなるこ

とはいうまでもない。所謂，資産勘定における秘密積立金が形成されてくるわ

けである。かかる費用の過大計上による資産の過小評価を通じての資産勘定に

おける秘密積立金の形成は， ドイツにおけるかつての 1マルク勘定にその極端

な姿を見出しうるのである。いうまでもなしこの資産勘定における秘密積立
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金の形成は，動態論的，fD~考の必然的問結である。費用の計上による世ド氏本の

回収のみを怠識的lζ意図する考えのもとにおいては，使用価値としては全体的

に機能しながらも価値的には部分的にしか生産物へ移転しないという回定資本

の特有の田転株式は，その実相においては把握されないのである。ところが，

同定資本の特有の回転様式という容体の論理こそが，会計的lこは，固定資本の

部分的価値移転量の賞用としての認識を促迫すると同時に，耐用年数問は使用

価値として企体的に機能する固定資本の価値を資産勘定において示すことを強

要して止まないのでなかろうか。かくして初めて，同定資本の使用状況をも価

値的に把握でき，個別資本連動の「機能形態」であると同時に「存在形態」で

あるところの貸借対照表との資産を実質的内容を有するものとして提示しうる

のではなかろうか。

特lこ，貨幣価値の低下を内含せる固定資産価格の高騰を契機として，損益計

算書重視の従来の考え方に乃至基調に対して， 「貸借対照表の復日（the

resurgenc巴 ofthe balance she巴t）とでも称すべき動向をA.A.A.やA.I. 

C.P.A.の思考に見出しうることは先に触れたのであるが， それは叙上の動

態論的思考lこ内在する欠陥の資本家J'(Jな認識並に超克の姿といえよう。しかる

に，前十態的条件の下においては，草Ji態論の持つ欠陥はそれ自体として認識され

ず，かえって不問lこ刊すことが資木家の利益に資するという機能を有するが故

lこ，その欠点を批判し，超克していくという動向は見出しえないのである。つ

まり，この費用計上重視の一面的な考え方は，それに内在する論理の必然的結

果，費用の過大計L 利潤のj/i!i小計上，それによる配当，税金等による社外流

出の防止，従って内部蓄積の強化という機能を果しえているわけである。

ところで，原価配分償却は，貨幣価値低下を内合せる固定資産の個別価格の

高騰に際会して， 「費用評価」および「在高評価Jの原価主義評価における没

時価性を露呈せしめられてくるが，先述の如く配分償却においては賀用配分の

高調の結果，配分された後の在高には関心がないが故に，価格変動lこ対しては

当面，棚卸資産における Lifoと同様に加速償却を採用して，取得原価主義の

枠内で対処しようとするわけである。しかるに，それは取得原価主義を装って

いるがその内実は費消評価における時価主義なのであって，在高は費用過大計
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上により益々過小評価されそこに秘密積立金が形成されることはいうまでもな

い。固定資産の比重の高い大企業においては，在高評価における過小評価によ

っで形成される秘密積立金はj巨大なものと考えられる。また，貨幣価値の低下

によって生じる債権者損失，および債務者利得との関連において， 「H ・H ・固定

資産構成度が高く，またそれに見合って他人資本構成度の高い大企業とその反

対の資産・資本構成の中小企業との財務構成の相違が名目的『損益会計にお

ける〔広義の仮装損失または〉仮装利潤の不平等な作用（ungleichmaβige 

wirkung）』となってあらわれる……」というとととを併せて考慮すると，取得

原価主義会計の意義もまた自づ、から明らかになる。

しかるに，価格の変動の時期に取得原価主義に固執するという乙とは，個別

資本の投下資本回収計算を社会的過程より遊離せしめるととにより，費消評

価，在高評価における没時価性の故にその計算は outof dateなものとなる

乙とはいうまでもない。特に，最近主張されているように， E・D・Pの飛躍

的発展を背景として展開されている「情報」としての会計において， outof date 

な計算は情報としても有用性に乏しいが故に，情報の有用性という視点から取

得原価主義の欠陥が露呈せしめられてくることは明白である。

(1) W.A. Paton & A.C. Littleton, An Introduction to Corporate Accounting 

Standards, 1940. p.67.中島省吾訳，『会社会計基準序説』改訳昭和33年， 114頁。

(2), (3) ibid., p.67.邦訳， 114頁。

(4) ibid., pp.88～89.邦訳， 147頁。

(5), (6) E.L. Grant & P.T. Norton, Depreciation, 1955. p.33. 

Finney & Miller，も， 「固定資産と前払費用との類似性」を主張している。

(Finney & Miller, Principles of Accounting, Intermediate, fith edition, 

1960. p.352) 

(7) 黒沢清編， 『経済学演習講座会計学』昭和31年， 313頁。

(8) E.L. Grant & P.T. Norton, ibid., p.12. 

(9) 馬場克三， 『減価償却論J，第一章。

日目 神田忠雄， 「原価主義の歴史性J，会計，昭和30年1月号， 79～92頁。

また，岡本愛次教授も次のよラに述べておられる。 「原価主義が従来支配的であった

とすれば，それは……それを強制し又は可能にする現実の経済的基盤に求めざるをえ

なくするのである。それはいかなる経済基盤であろうが。いうまでもなく，管理価格

を基底とする価格固定化の経済である。かかる経済にあっては，原価はよく貨幣資本
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を維持するのみならず，実質資本をも維持することができるからである」。「だが，イ

ンフレーションの介入により， frlli格回定化の経済が崩壊し初めるや，再び何値が問題

とならざるを得なくなるのである」，（岡本愛次， 「原価主義とII寺価主義」捲川虎三先

立古稗記念『現代の経済と統計』昭和43年5月， 379～380頁）と。

(11) R. Mathews, Accounting for Economists, 2nd, ed. ，’1965, 115～119頁．

秘密積立金についての長近の研究としては， G.Saage, Die stillen R自己rvenim 

Rahmen d巴rakti巴nrechtlichen PflichtpriH ung, 1959が挙げられる。

間津守常弘「ドイツ独占確立期！とおける自己金融と決算政算什，同」京都大学「経済

論主主」第88巻第5号 51～“頁，第88巻第6号 58～67頁．

113) D. P回目ylton，”CurrentTrend in Accounting Theory＇ヘ TheAccountmg 
Revi巴w,Vol37 No1 (January 1962〕.p.26. 

(14) 両守貞男，「会計的景気変動論の会計学的批判」会計開和424'-12月号，25～6頁。高

守教授の次の論文においても詳細な研究がなされている。 「債務者利潤論J京都大学
会計学研究室絹「企業利潤論』昭和43年？月， 85～98芦；所収。これと関連して，中居

文治，「架ク問1]1，九論」（同書？？～111頁所収）ー同， 「インフレ利誌と名目会計」京都

大学「経済論叢」第97巻第5号， 41～60頁が挙げられる。

(1日 R. T. Sprouse, 明日1storicalcost and Current assets Traditonal and 

Tr巴acherous”TheAccounting Review, Vol 38 No 4 (October 1963), pp. 687 

～臼5.

第 2節 貨幣価値変動と配分償却論

そこでいま，同定資産それ自体の価値変動はなく，貨幣価値のみが低下する

ものと想定する。当該固定資買の取得）創価を$10,000，耐用年数10年，残存価

格$1,000とし，定額法lこより年々減価償却するものとすると， 午々の減価償

却買は$900 ｛＇.・（ 10.000-1,000)-c10）である。 この償却累計額と残存価格の

総計は耐用年数末lこは取得原価と等しくなり，投下資本は回収されることにな

る。しかるに，貨幣価値は年々低下しているのであるから， 8ヲ00の年度減価

償却費はドル価値の低下を反映していないととになる。従って，収益は当然カ

レン卜なドル価値で表わされているが，これに反して減価償却費は以前のドル

価値で表示されて，両者が同ーの貨幣価値で対応せしめられないということに

なってくるのである。取得！京価減価償却費とそれを価値低下した貨幣単位で表

示しなおした償却費との差額だけ費旧が過小に計上され，従って，それだけ利

益が仮装利潤として過大に計上されることになってくる。との仮装利j聞の額だ
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け過大に計上された表示利潤が配当，税金，賃金増加等により社外へ流出せし

められることにより，企業の実質資本は蚕食されるに至るといわれてくる。ま

た，取得原価償却累計額をもってしては，貨幣価値低下の故に高騰している固

定資産の再調達価格との聞に組歯苦が生じている。

かかる貨幣価値変動の影響は，回転の早い流動資産よりも回転の遅い固定資

産において緊切なものとなってくることはいうまでもない。流動資産において

も在庫期間が長期化するにつれ，貨幣価値変動の影響は無視しえなくなってく

る。そこで， Lifoの採用により，貨幣価値変動の影響を除去しようとするの

であるが，それはあくまでも取得原価主義の枠内において事態に対処しようと

する会計方法である。従って，これは，費用評価において貨幣価値変動修正さ

れた費用に近似せる期間費用を計上せしめうるが，在高評価においてはそれだ

け過小評価がなされ，そこに秘密積立金が形成されていることは既述のとおり

である。これと同じ原理を固定資産に適用したのが加速償却である。つまり，

損益計算を旨とする動態論における費用計上の重視の論理の枠内で，即ち損益

計算書において，貨幣価値変動の影響を除去せんとするのが， Lifoと加速償

却なのであり，そのメダノレの反面は貸借対照表に秘密積立金を形成せしめるの

である。

しかるに，かかる姑息的方法によっては浸潤として進みゆく貨幣価値の低下

の会計への影響を取り除くことはできないのであり，かかる方法によっては，

ただ貨幣価値変動の会計への影響を，資本維持の問題へと重点移動せしめるこ

とにより，貨幣価値変動会計を財務政策の領域へと追いやってしまうことにな

りかねなし1。と乙ろで， Lifoや加速償却によるのではなく，貨幣価値変動を反

映する一般物価指数による棚卸資産と固定資産に関する費用の修正が主張され

てくるが，それは唯，棚卸資産と固定資産に関する費用のみを修正するもので

あって，在高は取得原価主義のまま据え置かれるととになる。なるほど，これ

によって費用は一般物価指数で再表示されカレントなドノレ価値で表わされ，当

期の収益と同一貨幣単位で実質的に対応せしめられるのであもしかるに，費

用のみ修正して在高は取得原価主義で据えおきそこに秘密積立金を形成せしめ

るかかる方法は，前述のLifoや加速償却による修正方法に必然的に内在する評
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価の両刃性に基因する秘宿積立金の取崩しが阻止され’巴久的な秘荷積立金設定

の論理が作用することはいうまでもないが，それが不完全な修正であることは
(3) 

いうまでもない。不完全なるが故に優れて現実的効果を発現しうるということ

はそのとうりであるけれども，貨幣価値変動の修正は，費用のみではなく在高も

修正し，更に棚卸資ffと固定資産のみではなく，貨幣諸項目をも含むすべての

項目を修正するのでなければ完全な修正とはいわれえないのである。けだし，

貨幣価値の変動は計算単位の変更であるが故に，全項目に等しく影響を及ぼ

し，修正によって新たな貨幣価値で書き直され，それによって貨幣価値変動無

き場合に有していた損益計算書と貸借対照表の機能を復原しうるからである。

従って，貨幣価値変動を示す一般物価指数による財務諸表の修正は， 「原価主

義，即ち資産評価における取得原価基礎の放棄というよりむしろそれの必然的

拡大（naturalextention）である」。貨幣価値低下は一般にインフレージョンと

いわれているが，その影響は， 「債務者，非貨幣資産を保有している人々はイ

ンフレーションから利益を得， （反対に）他人に対する貨幣請求権を所有して

いる人々は損失を蒙るJということであるが，企業にも乙れと同じことがいえ

ることは前説で触れた。即ち， 「物価上昇時に有形資産を有し，固定的貨幣債

務を所有している会社は，一般に貨幣詰求権を有する会社よりも有利な立場に

あり。そこで， 「物イi同水準変動の貨幣諸項目への影響の認識から利得および

損失が生じる。 （………）物価水準変動のかかる諸項目への影響の認識は，別

々に表示されるべきインフレーションからの利得および損失をもたらす」。他

方，前述の如く， 「非貨幣項目（……）への物価水準変動の影響からは利得・

損失は生じなしL かかる諸項目への物価水准変動の影響の認識は，貸借対照表

円におけるドル購買力での取得原仙iおよび所有者持分の単なる再表示にすぎな

い」のである。そこで非貨幣項目の貨幣価値変動修正分は，宜用評価分のみな

らず在高評価分も，利益ではなく資本性のものと看倣されるのである。即ち，

それは，分配不可能であり，資本来u余金とされるのである。

ところで，貨幣価値変動の下において，叙上のような修正をすると配分償却

についての芳えはつぎのように変容せしめられてくる。即ち， 「減価償却政策

の理想的目標は，原始ドルでの当該年度資本消耗分に等しくなるに十分なカレ
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ントドノレを毎年回収することである」。従って「それは，物価安定時に $10,000の

総負担額によって達成される結果と実質的に同ーの結果をもたらすのであるj。

即ち，固定資産の単なる取得原価によって表わされる名目的投下資本の回収で

はなくて，カレント・ドルで再表示された実質的投下資本の回収を強調するの

である。すべての原価は収益と同質的関係にあることを高調する考え方におい

て，異なる貨幣価値で表示されているものを同一の貨幣単位に表示しなおし，

費用としてすべて実質的に同ーのものとすることは，けだし当然であろう。

(1) 「Lifoは正しい修正方法ではありえない。貸借対照表と損益計算書は相互補完的な

ものである。一方を改善するいかなるものも，必然的にそして論理的に他方を改善す

べきである。一芳が他方よりも重要であるということは誤りである。けだし，各々が

他方を支えかっ意味を与えるからである」。加速償却においても同様である。 G.K.

Weber，”Price-Level Accounting”， The Accounting Review, Vol 35 No 4 

(October 1960), p.642. 

(2) AIA, Business Income and Price Levels, 1950. 

(3）宮上一男， 『企業会計の理論』昭和40年2月， 84頁。

(4) AICPA, Reporting the Financial Effects of Price-Level Changes, 1963, 

p.29. 

(5), (6) E.B. Wilcox，”Price Fluctuation”， M. Backer ed., Modern Accounting 

Theory, 1966, p.321. 

詳しくは高寺教授の前掲論文にある。

(7), (8) AICPA, ibid xii. 

(9), (10) G. Terbough，”Depreciation Policy and the Post-War Price Level”， 

W.T. Baxter, ed., Studies in Accounting Theory, 1950, p.414. 

(11) W.A. Paton, Corporate Profit, 1965, p.32. pp.35～53. 

第 3節時価償却論

(1) 

いままでは，貨幣価値のみが変動するものと想定したが，つぎに貨幣価値は

変動せず固定資産の価格のみが変動するものとする。いま，現在使用中の固定

資産の再調達価格が2倍になったとする。耐用年数10年，取得原価$10.000, 

残存価格なし，定額法で償却するものとする。すると，年々の減価償却費は8

1,000であるが，社会的にはそれは $2,000として適用するのである。原価配
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分償却費$1,000ではなく｜昨日に基づいた減価償却費が， J斤謂， U"dfirri償却とい

われるものであるが，世j刊の時価評価において回定資計三勘定のfl寺伺評価も当然

前拒されていることはいうまでもない。（それがどのように勘定処理されるかは

さておいて）。付言しておけば， 前i痛で述べた，加速償却や費用のみの個別価

格指数による修正ということも主張され，実践されているが，そ ζには費用の

時価計tの強調を通ずる資本維持の意図が貫徹しているといえよう。 ととろ

で，かかる時価と原価との差額は，投下資本の回収計算を基本原理とする資木

制企業会計においては，利益と看倣されるのである。ただ，所謂，操業活動に基

閃する利益とは異って．資産をその価格が騰貴する期間保有することによって

得る利益という意味で保有利得（holdinggain〕といわれている。それはE.O.E

clwards & P.W. Bellが， 「資産を価格が騰貴する間保有することによって利

潤を得る機会」と， 「資産の用役・その他のインプットを用いて生産をし，製

品ないしサービスを売ることによって利潤を得る機会」とを峻別し，前者の保

有活動より生ずるものを保有利得，後者の操業活動より生ずるものを操業利潤

(oi;;erating profit）として蔵然と区別すべきことを強調して以来， A.r.c・ 

P.A.やA.A.Aにおいても主張されてきていることは周知の通りである。

つぎに，固定資産価格が半減した場合にはどうなるか。従来通り，取得日佃

に基づいて$1. 000の期間減価償却費を計上しでも，社会的には$500としてし

か通用しないのであるが故に， 残額の$500は社会的には回収される根拠を有

しない。従って， 固定資売を社会的価値に評価して，$500を減価償却費とし

て計上すべきはずである。かかる社会的に通用せざる部分は，明らかに資本喪

失であるが，前の保有‘手lj得との対応においてそれを保有損失（holdingloss) 

として認識していくのが最近の新しい動向である。しかるに，資本制企業会計

はもともと個別的投下資本の回収計算であるのだが，しかし価格低落下に時価

に立てば投下資本を完全に回収することができない。そこで， K.Haxは，資

霞価格の騰貴時には時価，低落時lこは原価を評価原理として採り，所謂，資本実

体結合計算を展開する。しかるに， K.Haxの主張は資本維持論を目的とした
〔2)

計算原理であって，損益計算出、理を中核として時価主義それ自体の原理を民間

しているわけではない。資本維持論と時価主義は1密接な関連を持っているけれ
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ども，その原理はそれぞれ異っているのではなかろうか。その点で，最近のア

メリカ会計学界における行き方，就中，固定資産時価評価損益の保有利得，保

有損失としての認識には限定された枠内ではあるが積極的意味を看取できるの

ではなかろうか。

さで，今までは同一固定資産の再調達価格の変動を問題としてきたのであ

る。しかるに，今日におけるような苛烈な競争の下においては技術革新の激化

により現有固定資産における陳腐化の危険は益々大きくなっているわけである

から，現有固定資産と同ーのものでは競争に打ち克つことが出来ないのは当然

である。社会経済的には，現有固定資産と同ーのものの再生産価値の低下も，

新しい革新設備の出現も，共に陳腐化であり，旧来の固定資産価値の喪失を意

味するものである。しかるに，個別的投下資本の回収計算である企業会計にお

いては，陳腐化の第一形態は認識されず，専ら第二形態のみが認識され具体的

に会計処理されてきているのである。乙のような点からみても，今日における

固定資産の個別価格の低下を保有損失として認識していくという取扱い方には

一つの意義を付与しうるのであるが，しかし現実には固定資産価格の低下とい

うよりもその騰貴が主要な関心時となっているので，保有損失の意義，更には ／ 

時価主義の原理とともいうべきものが論議の正面に据え置かれないという憾が

あるといえよう。

さて，個別企業においてどのような固定資産が充用されていようとも，新鋭

の革新設備を充用して他企業に打ち克とうとして激烈極まりなき個別諸資本聞

の競争が展開されている市場においては，常に新しい生産諸条件によって社会

的平均的価値は規定されてくるのである。かかる社会的競争の渦中にある個別

資本としては，新しい競争条件に自らを適応せしめ，更に特別剰余価値を獲得

するには他資本に先駆けて革新設備を採用していこうとするのである口個別資

本がいかに社会的価値過程から遊離し自らの個別的投下資本回収計算に固執し

ようとも，結局，社会的制肘を受けざるをえないのである。そこで，企業会計に

おいてどのような仕方でかかる社会的制肘を認識し，自らの計算を社会的なも

のに接近せしめようと努めているのであろうか。かかる接近の仕方に現代時価

償却論の特質，および資本家的性格が端的に示されているのではなかろうか。
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前に，配分償却］論においては，費用計上の重視ということを述べたが，その

減価償却費の計上の背後に固定資産の， storeof service, service capacity 

あるいは usefulnessというものが想定されていたのである。従って，年々の

S日rvic巴， servic巴capacityの費泊或はusefulnessの低下の曲線に対応するよう

に取得原価の配分がなされるべきであるとされるのである。単lこ現有固定資産

と同ーのものの価格騰貴の際lこは，同一物を現在購入したら幾何必要かという

志味で時価（curr巴ntcost）が理解されていたが， 次第に配分償却の背後にあ

る， service,servic巴capacity,usefulnessというものが前面l乙押し出されてく

るのである。この客観的背景には，技術革新というものがあることはいうまで

もない。 SydneyDavidsonが技術一定の場合には currentcost depreciation 

は theexpired r巴placementcost of present plant asset usedと若i故してい

るが，技術革新の場合には physicalcapacityの維持を主張しているのは， そ

の証左であろう。従って，この場合lこは，期間i威価償却立は，現有固定資産が

有している物的生産能）Jと同じ能力を有する新しい固定資産を現在購入するに

幾何必要であるかという意味での時価に基づいて算定されるのである。

Paton は， 「剖存生産能力を利用可能なる；最新式ω方法で供給するための価

格Jという意味で時価を考えている。換言すれば，それは， 「現存資産におい

て表わされているキャパシティを近代的設計の機械と取替えるのに要する l価

格である。そこで，期間減価償却費は期間中l乙費消された設備キャパシティを

補填する叙上の意味でのカレン卜コストということになる。それは，従来と同

じキャパシティを維持しようとするものであるが，現有固定資産の持つキャパ

シティと同ーのものの維持を，より優秀な最近式の生産条件のもとで生産され

た間定資産の現在購入価格に基づいて現有固定資産の在高および費消評価する

ことによって呆そうとするのである。

最も単純に考えて，問題になっているキャパシティというものを使用価値の

生産量に関連したものとして，同ーの使用仙値の同一量の生産の可能なる最新

式の生産条件iとより生産された新しい機械と芳えると，貨幣価値の変動を顧慮

せざるかぎり新しい機械の価値は現有機械よりも低廉になっているはずであ

る。現有機械と新機械の価格の相異は，生産性向上による再生産価値の低下に
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基づく現有機械において生じている陳腐化であり，資本の喪失であらねばなら

ない。だが，貨幣価値の低下という現代資本主義の構造的特質を考慮すると，

現有機械に比して新機械の価格が高くならざるを得ないということにもなろ

う。そうなれば，価格騰貴という現象に幻惑され，旧機械に生じている陳腐化

は覆い穏されてしまうことになる。

次lこ，新機械のキャパシティと現有機械のキャパシティにおいて，産出され

る使用価値は異るが産出量は同一であるとしたらどうだろうか， （例えば，綿

織機とナイロン織機）。現有機械の時価を全く異る使用価値を産出する機械の

価格によって測定するとすれば，質的に異なるものをただ産出量が悶ーという

ととで時価評価の基準とすることになり，質的に異なるものは同ーのものに還

元してはじめて量的比較が可能となるという基本的考え方に反することにな

る。そこで，この場合には産出量ではなく，現有設備が産み出す収益量によっ

て時価評価の基準を得ょうとするのであり，その現われが最近の資産＝サービ

ス・ポテンシャノレズに依拠する時価主義の主張となっているものといえよう。

確かに，設備のキャパシティを捉えていく行き方には，配分償却論における

静的思考を脱皮して，社会的過程に接近しようとする積極性を見出しうるが，

反面，陳腐化減価をもキャパシティの論理を媒介として価格変動部分であると

いう乙とで費用化することにより，減価償却論および時価主義論に混迷を招来

するものといわざるを得ない。

以上の考え方には，配分償却論における資産費用説を中核に据えたものであ

るが，近年， 1957年版AA A会計基準における資産サービス・ポテンシャノレズ

説を契機として減価償却論も新たな展開を遂げるに至っているのである。即ち

配分償却論に対しで動的把握が欠けているという基本認識のもとに，新たな主

張が展開されているのである。

ところで，資産を費用によって統一的に把握しようとするのが従来の動態論

的思考であるが，その資産費用説において現金項目をも費用によって統一的に

説明する乙とに窮したことは周知のとうりである。乙れに反して，サービス・ポ

テンシャノレズによると，現金項目を含むすべての資産が統一的に説明されうる

ものとして評価されているわけであむなお，この点れいては掘り下げた批
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判的検討を要し，特に擬制資本との関連を通して捉えなおす必要があるが，こ

こでは，それが固定資本の特右の回転様式を払拭せしめ収益の論理の旋回lの上

に減価償却論を移動せしめていること，日くに，過去志向的な配分償却の考え方

lこ対して将来志向的な立論をしている点に一応の意義は認めうるが，それが果

して減価償却の問題をその本質において捉えうるものかはなお検討すべきこと

である，という 2点を指摘するに止める。

そこで，暫らく AA Aの主張を聞いていくことにしよう。資産の定義につ

いて， 1957fT二版は次のように云っている。

「資産とは，特定ω会計実体の中で企業の諸目的lこ充当されている経済的資

源である。資産は予想される業務活動に利用しうる或いは役立ちうるサービス

．ポテンシャ jレズの総計額であるJ。「資産の価値はそのサービス・ポテンシャ

ノレズ、の貨幣等価額である。理論的には，このような貨幣等価額とは，その資産

の産み出す同役のすべての流れの将来の巾場価格を確率と利子率とによって:EJ;¥

在価値lこ割引いたものの合計額である。しかし，仙値をこのように考えること

は抽象的であり数字的把握の実際的な基礎はそれからは極く限られた範囲で導

き出されるにすぎない。それ故，資産の金額の決定は，通常，他のもっとも実

際的な方法によって行われるJと。即ち‘資産は企業によって利用されている

サービス・ポテンシャルズであって，その価値はその産み出すキャッシコ・フ

ローの現在価値であるが，キャッシュ・フローの現在価値は貨幣資産にのみ適

用しえるが，非貨幣資産には従米通りの取得！制自によって資産評価を行うこと

が主張されているのである。

資産のサービス・ポテンシャ jレズとしての理解とそれのキャッシュ・フロー

の現在価値での測定は，非貨幣資産へば適用されず取得原価主義に踏み止って

いるが，この資産観は固定資産会計に貨幣価値変動，技術革新，企業成長とい

った今口［内諸問題に妥力的lこ対処しうる概念措置を作り出したものといわねば

ならないc そこで，減価償却の考え方においても，従来の原価配分償却の装い

のもとに，固定資産の将米産出するキャッシュ・フローの現在価値の年々の低

下額をもって取得原価を配分すべきであるという考え方が近年盛んに主張され

ている。 I.N. R巳ynoldが理怨的減価償却法（anideal depreciation method) 
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と称しているのが，それである。従って， 「減価償却費は資産の予想される将

来の便益（benefit）における変動より生ずる固定資産の価値（キャッシュ・

フローの割引現価－引用者）の期間低下と看倣されるんそこでは， 固定資産

が将来産出するキャッシュ・フローが予め測定されねばならないのであるが，

固定資本の磨滅に基礎を置く減価償却は，配分償却においてその基礎から遊離

し費用把握計算に昇華したが，今や更に支出費用概念から収益概念へと重点移

動がなされてしまっているのである。それは，減価償却を設備投資計画との関連

から投資としての採算合理性という観点において捉えなおしていこうとするの

である。従って，そこにおいては，配分償却の下においては所与のものとされ

ていた耐用年数をも固定資産のキャッシュ・フローの現在価値の極大化原理の

もとに算定していこうとするのである。すなわち，耐用年数の決定と配分のパ

ターンを，同時に設備資産のキャッシュ・フローの現在価値の極大化原理によ

り導き出していこうとするのである。それ故， 「その骨格が『投資－償却－更

新』の採算合理的な有機的関連の同時決定の理論化にあることが理解される」。

そこで，資産サービス・ポテンシャノレズ説に基づく減価償却観が叙上のもの

である乙とを理解した上で，次に，われわれは最近のカレント・コスト減価償

却論を把握していこうと思うのである。

(2) 

さて， 1964年に発表された A.A.A.の57年版基準補足意見書1号におい

て， 57年版における資産の定義を全面的に継承し，それを具体的に設備機械に

適用しているのである。

即ち， 「サービス・ポテンシャノレズの概念は資産評価のために健全な理論的

基礎を提供する」ものであり，サービス・ポテンシャノレの経済価値は，当該設

備機械の産出するであろう将来のキャッシュ・フロー割引価値である。しかる

に，それは検証可能な証拠というテストを満足するような方法で測定される乙

とは稀れであるし，キャッ、ンュ・フローの予想やキャッシュ・フローが多数の

資産の結合的使用の結果産み出されるというような典型的な場合lこはそれらの

個々の資産への配分が多大な困難をもたらすものである。しかし， 「それにも
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拘らず，サービス・ポテンシャノレは資産評価における本質的要因である」と主

張する。

とζろで，長期受取勘定や支払勘定の如き場合iこは，キャッシュ・フローの

割引引価でのサービス・ポテンシャノレの測定は客観的証拠に支えられるが故

に，実行可能である。しかるに， 「ト分な客観的証拠が利用されえず，或いは

キャッシュ・フローの見積りが個々の資産について認識されえない時には，サ

ービス・ポテンシャ Jレの実際的近似［自測定は同一或いは同等のサービスを獲得

するためのカレント・コストによって達成されうるであろう」と云う。

従って，乙のような場合には，設備機械の評価において直接サービス・ポテ

ンシャルズが，キャッシュ・フローの割引現価によって測定されうるのではな

くて，現在使用中の設備機械が産出するのと同一或いは同等のサービスを獲得

するのに現在必要な価格によって近似的に測定されるものである。と乙ろで，

「企業家が一台の機械の購入を目論む時，彼は機械が産み出すであろう用役の

予怨価値（割引現価 引用者）と彼が機械の獲得に際して蒙むるに速いない費

用（収得原価 引用者）とを比較考量しなければならない」のである。彼は，

前者が後者以上であれば機械の購入の怠思決定を行うのである。そ乙で，取得

原価は，資産購入時のカレント・コストであるが故に，購入時においてはサー

ビス・ポテンシャノレの経済的価値は，少くとも取1尋問価によって表わされてい

るということになる。それ故， 「取得時以降においても取得時と同様に，同一

あるいは同等のサービスを獲得するに裂するカレント・コストは資産評価の基

礎たるべきである」ということになる。具体的には，同一程類，同一条件の資

産の総立された市場がある場合には，取引価格（quoted price）によってカレ

ン卜・コストは測定される。 このような市場の無い場合には，「カレント・コ

ストは同等のサービス・キャパシティを提供する資産の購入価格によって算定

されるよのであり，その際，代替資産と現有資産との聞における費用，能力，

質の相異について修正されるべきであるという。その他の場合には，個別物価

指数を用いて歴史的原価を修正することにより，カレント・コストの近似値を

得ることができる。

このようなカレント・コストによる資産評価に基づいて， iぷ価償却について
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次のような考え方が展開されてくる。即ち， 「減価償却は資産のサービス・ポ

テンシャノレの見積費消を反映している」ものであり，「（期間）減価償却費は，

期間中に消耗されるサービス・ポテンシャノレを復原するためのカレント・コス

トに基礎づけられねばならなしぶ。費消されるサービス・ポテンシャノレの復原

に現在必要な価格という意味での時価による減価償却費が，正常な営業からの

所得（incomefrom ordinary operations）の算定における重要な要素となる

のである。カレント・コスト減価償却費を含むすべての費用のカレント・コス

トによる計上を通じて算定される正常な営業からの所得は，破滅的損失や資産

の発見が無い場合に企業の操業能力（operating capacity）の水準を縮少する

ことなく企業外への配分に利用しうるものである。換言すれば，その所得を企

業内に留保することにより，企業の操業能力水準は拡大されうるのである。

かくして， A.A.A.の補足意見書においては，現在の操業能力水準を縮少す

ることなく操業を持続していくためには，費消されたサービスが復原されねば

ならないということになり，そこから「費消サービスの適切なる価格は復原に

要するカレント・コストである」ということになるわけである。このようにし

て， ≫Jj間減価償却費は費消サービスの復原に要するカレント・コストで計上さ

れるが，その前提として当該資産も叙上の意味でのカレント・コストで評価さ

れていることは明らかである。更に，このカレント・コストでの資産評価損益

が保有利得・保有損失といわれることは前に触れた。

「保有利得・損失は，（1）変化する技術，需要条件を反映する個別価格変動，

および (2）一般物価水準の変動，とから生ずか。「かかる利得損失は，（1）減

価償却累計額を控除した期首の資産の取替価格（両者とも期首における取替条

件で測定される）と (2）減価償却累計額を控除した期首の資産の取替価格（両

者とも期末における取替条件で測定されたもの），との差額によって測定され

る」のである。すなわち，保有利得・損失は，減価償却累計額を控除した資産在

高の期首と期末とにおける時価の差額であることが指摘されている。この保有

利得・損失は，正常な営業過程からの所得とは載然と区別されるのであり，そ

れは，期中の株主の資本取引の無いJ易－合， JUJ首における株主持分額を縮少する

こと無くして企業外へ配分しうる最大額という怠味での期間純所得総額の中に
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入れられるべきであると云われている。けだし，「技術または需要に於ける予想

されざる変動から生ずる保有利得・損失は必然的に宜接株主持分に於げる変動

と看倣される」からである。ところで，かかる保有利得が配分されうるとすれ

ば企業の操業能力を縮少せしめ，反対に保有損失は必らずしも操業能力を低下

せしめないのである。それ故，かかる利得・損失は正常な官業よりの所得の計算：

には含まれないのである。「それにも拘らず，かかる価値変動は株主の持分にお

ける変動を表わしており，かかる変動の生ずる期間の組所得の全部の測定にお

いて認識されねばならない」のである。かかる利得・損失の認識は，従米の伝統

的会計方法においては，交換取引によって究極的に検証されるまで引き延ばさ

れ，その段階で所得の算定に含められているが，交換取引があると否とに拘ら

ず客観的に決定されうる保有利得・損失の認識は，（1）貸借対照表評価と減価償

却費算定のカレントな基礎を提供すること，（2）価値変動が実際に生ずる期間

の適宜なる認識を提供すること，との二つの目的を達成するものである。この

ことは， 「発生主義会計の論理的辰聞である」と主張されるのである。
(35) 

かくして，保有利得・損失が発生主義会計の論理的展開として認識されるが

故に，それは，期間減価償却費のカレン卜・コストでの測定，その前提として

の固定資産在高のカレント・コストでの評価を可能ならしめるとともに，自ら

の利益性をも明らかにされるのである。それは，操業能βの維持という意味を

持つ正常な営業からの所得とはl峻別されうるが，株主持分変動という謂では利

益性のものである。 A.A.Aが， 1966年lこ発表した『基礎的会計理論の表明」

において端的に表明したように，原価と時価との両桁式の利益計算；が構惣され

ていることが叙上のことを明らかにしている。

だが，保有利得の利益性の主張に対して，経営それ自体の立場から反論が出

てくる乙とほ当然である。保有利得を正常な営業からの所得と峻別するとして

も，期間純所得総額として計上することは，結局，カレント・コストでの［在

高」，「買消」評価によって期待された操業能力の維持を不可能ならしめるもの

であるという批判である。しかるに，この批判において保有利得のすべてが利

益と看倣されるものではなくて，貨幣価値の変動を反映する一般物価水ifrの変

動分を修正し，その修正分を計算単位の変更として資本位のものとして除去し
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た残余のものが利益とされている乙とを看過している。従って，極端な場合lと

は，保有利得の全額が貨幣価値の低下に基づく一般物価水準の騰貴と看倣さ

れ，資本修正とされうるとともありうるのである。更に，留意されるべきこと

は，カレント・コストによる国定資産評価とそれに基づく減価償却費の計上に

おいて税法によって許容されている種々の加速償却桧を放棄するのではないと

いうことである。従来の定額法に対する排戦として，サービス費消のパターン

に対応するような公式を採り入れるべきことを強調しているが，乙れは加速償

却法の採用を主張しているのである。

従って，カレント・コスト減価償却論は，サービス・ポテンシャノレという資

産規定を媒介として，投下資本回収計算を基本原理とする資本制企業会計に，

加速償却の論理，時価主義の論理と貨幣価値変動会計の論理とをヌ工的に結合

せしめて，企業の成長，技術革新，貨幣価値低下といった今日的諸要請の下に

企業経営の内部蓄積の強化に弾力的に対応しうるものといえよう。 「評価とし

ての減価償却」，「費用としての減価償却」を経て，今日においては「自己金融

のため減価償却」というものが焦点づけられているのである。サービス・ポテ

ンシャルズという新たな装いの下に企業の操業能力の維持を志向するカレント

・コスト償却論は，叙上の構造を有するとはいえ，自己金融の強化にとっては

未だ不充分なものと観念され，保有利得をも資本として利益計算から排斥して

いこうとする要請が必然的に生ずる乙とは前に触れたとうりである。

Gynther は，ゴーイング・コンサーンとしての企業の立場から，保有利得の

利益性を否定し，資本の増加，即ち資本準備金の増加と看倣すべきであると強

調する。従って，保有利得に相当する資産評価益は資産再評価積立金（asset

revaluation reserve a/c）に貸記されるのである。

また， Laddは，競争場裡における現在の地位を維持し更に進歩せしめると

とに企業の目的を置くが故に，かかる競争場裡における企業の競争能力の維持

の視点から，現在の単なる生産能力の維持のみならず競争能力の維持に必要と

される追加的資源も，資本と看倣されるのである。従って， 「資本とは，競争

能力のための会社のストックの貨幣相当額であり，予想される成長のコストが

実現総収益から充当されてはじめて純所得は実現される」のである。単なる生
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産能力の維持という J色、味で， II¥佃iによる評価ではなく将司との成長のための費用

をも計とするのである。 Laddは，企業の資本をキヤツ、ンュ・フローの割引現

価として考え，それによって企業の地位と進歩が示されるという革本的見解に

ゥιつつ，実践的には割引現価の測定不可能なるが故に取替原価（カレント・
コストと同義）による方法を展開するのである。かかるコンテクストにおいて

成長立を資用として計上し，資産評価益も資本と看倣されるということが理解

されねばならない。

νIa thewsも， Edwards& Bell, AICPA, A.A.Aの見解に疑問を投げかけ

つつ， currentvalu巴 approchを展開し， 「資産を運用する際における保有利

得は資本維持修疋（capitalmaintenance adjustment）と看倣され，所得とは

看倣されないjと強調する。

しかるに，果して，時価主義というものが，叙tのような形で資本維持論へ

と主点移動してしまって，時価主義の原理と取得原価主義との意味関連がイ‘全

にj巴握されうるものであろうか。時価主義の原理ともいうべきものと資本維持

論とは原理土区月ljされるべきであり，その点で， E.D.P.を背景とする多元

評価，多元的利益構造計算の主張には，論者の立図とは別に，われわれに何か

を示唆しているように思えて｛土みーない。
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結びに代えて

かくして，現代時価償却論についての烏敵図が得られた。そ乙で，一応の要

約をして批判的検討への橋渡しとしよう。

現代時価償却論は，原価配分償却論が費用重視の考え方に立って，貨幣価値

の低下，固定資産の個別価格の騰貴，技術革新の激化による陳腐化の危険の回

避という現実的諸条件に促迫されて主張し実践してきた加速償却による資産勘

定における秘密積立金の形成を通じてのそれの無意味化を契機として，資産の

「在高」も「費消」をも共に時価で評価して損益計算も資産評価をも正しくし

ていこうとする点において，配分償却論がその論理に内含している欠陥を超克

したという意味で優れた点を有している。しかるに，その論拠として，企業の

成長，技術革新，貨幣価値低下といった諸条件に促迫されて，時価の意味内容

における変容が生じており，特に最近サービス・ポテンシャノレという資産概念

規定を基礎として展開されている時価には，所謂キャッシュ・フローの維持で

ある収益力の維持ともいうべき維持観を底意するものと思える。だが， それ

が，当面，保有利得の計上という形で，結果的には「費用」 「在高」の時価評

価によって期待される資本維持，更に資本蓄積効果が減殺されようとも，操業

利益と保有利得という利益の源泉別に厳然と区別している乙とそのことに，わ

れわれは意味を付与しうるのである。

この考え方に，資本制企業会計の本質ともいうべきものが顕現しているので

はなかろうかD けだし，資本制企業会計はもともと投下資本の回収計算なので

あるが故に，取得原価主義を基本的評価原理としているわけであり，経済過程

の諸変動に際会しても取得原価主義は放榔されることはないけれども，かかる

経済過程の諸変動を企業会計としても無視しえず，それを認識して既投下資本

の再評価をしていこうとして時価主義が展開されているからである。

これに反して，保有利得を資本修正として把握するという考え方には，その

区別の含意していた資本制企業会計における取得原価主義と，それとの関連に

おける時価主義の原理ともいうべきものを看過し，資本維持論へ重点移動する

ことにより時価主義に混迷をもたらすものである。更に，その維持論は，単な
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る実体質本維持を意図するものではなく，当該設備機械が将来庫出するであろ

うキャッシュ・フローと同等のものを粧品することにより，自己金融の強化を

狙っているといえよう。

ところが，今日主張されている時価主義は，操業利益と保有利得との峻月iJに

よる多元的利益計算構造を展開するが，それは，キャッシュ・フローとして具

現するサービス・ポテンジャ Jレ概念を媒介して，貨幣価値変動会計の論理を噛

み合せて，多元的利益構造計算の枠内でも投下資木の早期回収，陳腐化減価の

費用としての計上，資産評価益の内貨幣価値変動分を資本剰余金とすることに

より，企業の要請に応えうるのである。

さて，配分償却論の軽視せざるをえなかった資産在高を重視し，貸借対照表

の復位をもたらすという方向において，今日の時価償却論は意義を有している

と同時に，それがサービス・ポテンシャル概念を中核に措いて新たなる論理を

民間している点は，企業家的意識の層においてではあるが，社会総資本運動の

渦中にあって，競争lζ打ち克つために常々としている個別資本が白らの投下資

本を社会的過程との）I疋合において再評価して，白己を競争において優位たらし

めようとする，イ同別資本における個別既投下資木の再評価としての意義をも見

出しうるのではなかろうか。

要するに，これまでの支配的な考え方において軽視されていた点を鋭く突

き，それを超克していく点に数多くの優れたものを見出しうると同時に，その

メダルの反面に，企業に要請されている諸条件に応じる為に原理上異ったもの

をヌ工的に結合してしまっている点に大きな陸扶をおかしているのである。だ

が，その嵯扶がかえって現実の企業にとっては好都合なのではあろうけれど

も，原理的に臭ったものはあくまで峻別するのが論理的に正しく，そのことに

より事物の本質も剃扶しうるものといえよう。以理的に異るものを峻別し，そ

れぞれの原理を闘明し，その後で，それぞれの意味連関について吟味がなされ

るべきである。そうしてはじめて，混迷に陥っている現代時価主義会計の批判

への緒口が見出されえよう。 (1969.4.30) 

（付記，本稿脱稿後，次の一文を草しているので参照いただければ幸いである。 f[li稿「固

定資産の保有利得・保有損失についてのー吟味」企業会計，1969年12月号，106～112頁〉
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